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自動運転を支えるアプリケーション安定実行制御基盤 
 

小比賀亮仁†1 金子紘也†1 伊藤暢彦†1 岩井孝法†1
 

 

要：本稿は自律モビリティシステムを支えるアプリケーション安定実行制御基盤について述べる。 自律運転技術は、
これまでの車両内のセンサ情報による自動走行実現が中心課題であったが、現在は、道路に設置されたカメラや無線
機器によって車両の状況を外から監視する、「路側システム」が重要であると考えられており、路側システムを実現

する具体的な方法として、携帯電話網とエッジコンピューティングを利用する方法が最も現実的であると考えられて
いる。しかしながら、エッジサーバでは、近傍のセンサ情報の一時集約機能や、不審者の監視など、多種多様なアプ
リケーションが動作しており、このような環境においてはアプリケーションの静的な優先度付が難しく、リクエスト

に対する応答時間が著しく変動する。応答時間が変動すると車両に安定して情報提供をすることができない。本稿で
は、静的な優先度付けが難しいような環境において、制御工学のフィードバック制御に基づく、応答時間の測定・分
析・制御をミリ秒単位で実行するアプリケーション安定実行制御基盤を提案する。アプリケーション安定実行制御基

盤は、測定対象となるアプリケーションの応答時間を測定し、当該測定値が応答時間の目標値を超過するような場合
は、優先度を上げるなど適切なリソース制御とそのパラメータを計算・実行することによって、静的な優先度付けが
難しいようなエッジコンピューティング環境においても、アプリケーションの応答時間を均一に保つことが可能とな

る。 
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Application response time regulation system for auto mobility system 
 

AKIHITO KOHIGA†1 HIROYA KANEKO†1   

NOBUHIKO ITOH†1 TAKANORI IWAI†
1   

 

Abstract: Nowadays, research and development activity on auto mobility technologies are focusing on “vehicle to infrastructure 

communication system (V2I)”, instead of “vehicle to vehicle communication system (V2V)” to compensate for difficult 

situations where V2V can’t see the other side of a blind corner which a big building makes and an express ramp which the other 

vehicles run on the upper road. Practically, telecommunication (LTE) and mobile edge computing system will be used for 

embodiment of such V2I system. However it is difficult to keep the response time between vehicle and infrastructure stable. 

Because there are many applications running on edge computing environment and execution of them makes fluctuation of the 

response time. This kind of response time fluctuation is critical for the V2I system. We suggest an application execution 

environment based on a feedback mechanism. This system continuously monitor the response time of a target application and if it 

degrades, the system controls the amount of resource (CPU time slice etc) to be given, keeping the response time stable. We also 

made a simulation system and evaluated it. This evaluation shows that the system has good effect for this objective. 

 

keywords: Load balancing, scheduling algorithm, edge computing 

1. 研究背景 

近年、自動運転技術の研究開発が盛んに行われている。

自動運転技術は、これまで車両内にセンサやカメラを搭載

して、車両自身が道路や障害物を認識するための技術開発

が中心に行われてきた[1]。しかしながら、見通しの悪い交

差点での衝突防止や、高速ランプ下からの合流など、単体

車両の自動化では解決が難しい状況が多く存在することが

明らかになりつつある。このように、単体車両の自動化で

は解決が難しいような状況を解決するために、車両の外側、

つまり道路側にカメラや無線機器を備えて、車の状況を外

から監視する「路側システム」に注目が集まりつつある。

我々の研究目的は、自動運転を支える路側システムの安定

動作である。 

1.1 自動運転を支える路側システム 

 図 1 に単純化した路側システムの構成図を示す。図に示
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す通り、路側システムは、車両、基地局(eNodeB)、キャリ

ア設備、クラウドから構成されており、キャリア設備内に

は、電話交換機網(EPC)とエッジサーバが備えられている。

エッジサーバとは、キャリア設備に併設されている計算機

を指している。エッジサーバの設置は 2 つのメリットがあ

る。 

電話交換機網
（EPC）

キャリア設備

クラウド

基地局
（eNodeB）

エッジサーバ

 

図 1路側システム 

1 つ目は「通信遅延の減少」である。エッジサーバは、

携帯端末からインターネットへのアクセスする前段に配置

されているため、エッジサーバ上で実行される処理は、イ

ンターネット上に配置されている計算機で実行される処理
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よりも、通信遅延が極めて短い。よって、車両の衝突判定、

画像認識（監視カメラ）など、特にリアルタイム性を必要

とするようなサービスが実行される。例えば、図に示す路

側システムを使って衝突判定を実施する場合は、車両が自

身の位置情報をキャリア設備に併設されているエッジサー

バに送信し、エッジサーバは、各車両から贈られてくる位

置情報を使って衝突判定処理を実施し、仮に衝突の危険性

がある場合は、該当する車両に危険信号を通知する。我々

の研究開発において、位置情報は、「100 ミリ秒程度の短い

周期で収集・分析される」と仮定している[2]。 

2 つ目は、「通信帯域の削減」である。センサから集めた

データをクラウドに送信する前に、エッジサーバ上で一時

集約して、その結果をクラウドへ送信することによって、

インターネットに流れるデータ量を削減できる。例えば、

センサ情報から得られたデータをエッジサーバで一時的に

保存しておいて、ある時刻になったら、当該データ群の統

計上の特徴（データの平均や分散など）のみをクラウドへ

送信する場合などが、通信帯域の削減例として挙げられる。 

1.2 ダイナミックマップ構想 

 路側システムは、自動車制御だけではなく、自動車に関

連するあらゆる情報を処理する基盤として利用される。路

側システムの考え方をさらに拡大したのがダイナミックマ

ップ[3]である。図 2 にダイナミックマップの構造を示す。 

動的情報
（更新頻度
秒～ミリ秒）

静的情報
（更新頻度
～1か月）

道路・建物などの情報

事故・局所的な豪雨
周辺のお店などの情報

車両・歩行者の位置
などの情報

 

図 2ダイナミックマップ 

ダイナミックマップは、情報の更新頻度が異なる情報群

を階層構造として表現し、状況に応じて、それらの情報を

組み合わせて出力する自動車関連情報の集合体である。ダ

イナミックマップは、これまで VICS 等で取得していた事

故・渋滞・交通規制などの情報の他に、天気予報、周辺地

域情報、車両・歩行者などの位置情報を一元化して、より

幅広いユーザが利用できるような情報基盤の提供を目指し

ている。ダイナミックマップは、個々の車両の状況に応じ

て情報の収集・分析・展開を実施するため、多種類・多数

のサービスプログラムが並行して動作することになる。例

えば、位置情報と道路情報をダイナミックマップから取得

して、それらの情報をもとに衝突判定を実施したり、事故

や局所的な天気予報などから、渋滞の発生個所などを予測

したりする。 

1.1 節で述べた路側システムにおけるエッジサーバの活

用と同様に、ダイナミックマップにおいても、通信遅延や

データ量を削減したいタスクは、エッジサーバ上で実行さ

れることとなる。 

以上のように、エッジサーバでは、通信遅延削減やデー

タの集約など、多種多様なアプリケーションが実行される。

このような環境においてアプリケーションの応答時間を一

定に保つことは極めて難しくなる。応答時間を均一に保つ

ことができなければ、自動運転を実現するうえで必要不可

欠な要素（衝突回避・危険予測など）が実現できなくなる。 

2. サービスの応答時間に対する分析 

 応答時間を均一に保つことがなぜ難しいのかということ

を説明する前に、まずサービスの応答時間について議論す

る。 

2.1 サービスの応答時間定義 

 まず、「車両等の位置情報に関しては 100 ミリ秒程度の

短い周期で収集・分析する」ということについての定義を

与える。図 3 は衝突回避をエッジサーバと各車との情報の

やり取りで実現する例を示している。図中、A 車と B 車に

衝突の危険性がある。A 車と B 車はエッジサーバに対して

位置情報を送信し、エッジサーバは、互いの距離や速度か

ら、衝突の危険性があるかどうかを判断して、各車両にブ

レーキ操作命令を送信するものとする。図では、説明を簡

単化するために一方向の情報の流れのみを記載している。

この中で、衝突回避に必要な時間は、各車が位置情報を送

信し始めてから、各車がブレーキ操作を実行するまでの時

間となる。各車が位置情報を送信し始めてから、各車がブ

レーキ操作を実行するまでの時間は、位置情報送信にかか

る時間と、無線通信による時間の変動幅、情報収集機能実

行時間、情報分析機能実行時間、ブレーキ命令送信時間、

ブレーキ実行時間から構成される。この中で、位置情報送

信と無線通信による変動幅は、アプリケーション安定実行

制御基盤技術の研究対象外となる。つまり、情報収集・分

析に必要な時間とは、情報収集機能実行時間と情報分析機

能実行時間と、ブレーキ命令送信時間を合わせたものであ

り、これを一回当たり最大で 100 ミリ秒以内に収める必要

がある。 

 

図 3 衝突回避の例 

2.2 計算リソース量と応答時間の関係 

 アプリケーションの処理時間は、データ量（走行車両の
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台数）と情報収集・分析アプリケーションに割り当てられ

るリソース量によって変化する。走行車両の台数は秒単位

で急激に変化しないので、データ量はほぼ一定であると仮

定して、ここでは計算リソース量と応答時間の関係につい

て説明する。 

図 4 は、ある CPU 上で実行されるアプリケーションの実

行時間を図示したものである。図中上部が情報収集・分析

アプリケーションに対する理想的な CPU リソースの割り当

てを表しており、図中下部が実際の CPU リソース割り当て

を表している。理想的な CPU リソース割り当てでは、情報

収集・分析アプリケーションに常に CPU 時間が割り当てら

れている。このような場合、アプリケーションの実行時間

は、データ量に対してのみ増減することになる。一方、実

際のリソース割り当てでは、情報収集・分析アプリケーシ

ョン以外にも、他のアプリケーションや OS 機能、割り込み

処理などが CPU を共有することになる。他のアプリケーシ

ョンなどが実行されている間、情報収集・分析アプリケー

ションは実行できないので、結果として当該アプリケーシ

ョンの実行時間が長くなる。情報収集・分析アプリケーシ

ョンとその他の処理が実行される CPU を完全に分離すれば、

情報収集・分析アプリケーションの実行時間がデータ量以

外の原因で増減することはないが、エッジサーバは、その

性質上 CPU リソースに制約があるので、このようなアプリ

ケーション同士の CPU 共有は避けられないと考えている。 

情報収集・分析アプリケーション

時間
アプリケーションの応答時間

時間
アプリケーションの応答時間

理想的なリソース割り当て

実際のリソース割り当て

他のアプリケーション

OSの実行 割り込み処理

 

図 4 リソース制御の実際 

2.3  サービスの応答時間変動を抑えるには 

図 5 は、「データ量を増減させる」か「計算リソース量

を増減させる」かのどちらかの手法を適用した場合に、応

答時間がどう変化するかをグラフで表したものである。ア

プリケーションの応答時間は、データ量に対して線形に増

加するものとする。今、情報収集・分析アプリケーション

の応答時間が目標となる値を上回っているとする（図中、

測定されたデータ量が指す点）。データ量を減らす手法とは、

具体的には、データをリソースに比較的余裕のある他のエ

ッジサーバに転送したり、データの送信元に送信データ量

の削減を依頼したりするといった方法が挙げられる。アプ

リケーションの計算リソース量を増減させる手法とは、つ

まり、情報収集・分析アプリケーションに対して割り当て

られる CPUリソースを図 4で示した理想的な状態に近づけ

る制御手法を指している。それぞれの手法に対する具体的

な手段をまとめると以下のようになる。 

 アプリケーション毎のデータ量を減らす手法 

 リクエスト負荷分散 

 他のエッジサーバへのデータ転送 

 コンテナなどの仮想化技術を使ったエッジ

サーバ内リクエスト分散処理 

 位置情報収集アプリケーションへのデータ削減

通知（アプリケーション連携） 

 アプリケーションの実行時間を減らす手法 

 タスクマイグレーションによるタスク再配置 

 CPU スケジューリング、タスク優先度設定などの

CPU リソース制御 

データ量

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
応
答
時
間

データ量を減らす

アプリケーションへ割り当てる
CPU時間を増やす

現在の応答時間

目標値

 

図 5 それぞれの応答時間削減方法に対する効果 

3. 問題の定義 

 前節において、アプリケーションの応答時間を改善する

には、「データ量を減らす」か「リソース割り当てを変更す

る」かのどちらかの方法があることを説明した。車や歩行

者の量など、外部環境に依存するようなデータ量を減らす

ことはできないし、走行車両の台数は秒単位で急激に変化

しないので、本論文では「リソース割り当てを変更する」

ことに注目する。 

本節では、サービスの応答時間変動を抑える方法として

「計算リソースの割り当てを変更する」ことによって、応

答時間を均一に保つことが、多種多様なサービスを実行す

るエッジサーバにおいて、なぜ難しい課題なのかを述べる。 

3.1 計算リソース量と応答時間の関係が不明確である 

エッジサーバを利用するユーザ（以下、サービス提供者）

が求める SLA は、計算機リソースの使い方ではなく、あく

までもサービスを利用するユーザ（以下、サービス利用者）

の体感品質が指標になっている。つまり、サービス提供者

がエッジサーバの運用会社（以下、サービス運用者）に SLA

を指定する場合は、CPU 使用率やメモリ使用量といったよ

情報処理学会研究報告 
IPSJ SIG Technical Report

ⓒ 2017 Information Processing Society of Japan

Vol.2017-OS-139 No.4
2017/3/1



  

 

 4 
 

うな計算機リソースの絶対量を指定することはなく、「応答

時間」といったようなサービス利用者の体感品質を希望す

ることが多い。言い換えると、エッジサーバが配置されて

いる環境がどのような構成になっているかはサービス提供

者から見えないので、CPU 使用率やメモリ使用量といった

ような計算機リソースの絶対量を指定することが難しい。 

一方で、タスクの優先度設定やリクエスト分散処理機能

などの既存のリソース制御手法は、CPU 使用率やメモリ使

用量などの計算機リソースの絶対量を調整するための仕組

みである。 

よって、計算機リソース量と応答時間の関係についての

定量的な関数を定義できなければ、応答時間の改善は難し

い。計算機リソース量と応答時間の関係についての定量的

な関数は本来であればサービス提供者がサービス運用者に

対して提供すべき情報であるが、サービス提供者は、他の

アプリケーションの実行状況やエッジサーバの構成に関す

る情報をもっていないため、上記関数を正しく定義するこ

とが難しい。よってアプリケーションの応答時間が安定す

るよう安全側に倒して、必要以上の計算リソースを要求す

るが、通常のデータセンタとは異なり、エッジサーバが実

行される環境は、計算機リソースに限りがあるので、サー

ビス運用者は、必要以上の計算リソースを容認することは

できない。 

3.2 複数のアプリケーションが瞬間的に同じタイミング

で動作することによって突発的な負荷上昇が発生 

高い優先度を設定すべきアプリケーションが一つに決

まっている場合は、当該アプリケーションを最優先で実行

するのが最も単純な応答時間の安定化方法である。アプリ

ケーションの優先度を高くするということは、割り当てら

れる CPU 時間が他のアプリケーションより多くなるとい

うことである。 

 多種多様のアプリケーションが動作するということは、

一意に優先度を設定することが困難であることを意味して

いる。このような場合、応答時間が劣化する場合には、場

当たり的に当該アプリケーションの優先度を上げることで、

応答時間の劣化を防ぐというような方法が妥当であると考

えている。 

C
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U
使
用
率

時刻

閾値

合計

位置情報
サービス

AP#1

AP#2

 

図 6 負荷の重ね合わせ 

図 6 は各アプリケーションの負荷の重ね合わせが原因

で閾値を超過する例を表している。基本的には、観測され

たデータ量がアプリケーション実行時間の目標値を上回る

場合は、以上に挙げた制御手法を用いて、アプリケーショ

ンの実行時間を減らすとよい。 

しかしながら、我々は、車両の台数やセンサからのデー

タ量が時々刻々と変動し、また、複数のアプリケーション

とリソースを共有する環境の中で、情報収集・分析アプリ

ケーションの実行を安定化させるための決定的な制御手段

は存在しないと考えている。これまで説明した制御手法は、

測定されたデータ量が想定される範囲内に収まる場合にの

み有効である。測定されたデータ量に対して、上記制御手

段の中から一つを選択し、当該制御手段実行中にデータ量

が変化した場合は、変化したデータ量の差分に対して、さ

らに何らかの制御手段を選択するという段階的な制御手段

の適用によってのみ、想定したデータ量を超えた場合にも

システムが破綻することなく制御を続けることが可能とな

る。よって、ある手段を実行したときのアプリケーション

実行時間の削減量を適宜確認しながら、次の手段を選択し

ていくというフィードバック制御が今回のアプリケーショ

ン安定実行制御にふさわしいと考えている。 

4. アプリケーション安定実行制御基盤 

多種多様なアプリケーションが混在する中においても、

アプリケーションを安定的に動作させ、応答時間を一定に

保つための基盤技術として、我々はアプリケーション安定

実行制御基盤を提案する。 

4.1 アプリケーション安定実行制御基盤概要 

アプリケーション安定実行制御基盤は、エッジサーバ上

で動作する情報処理サービスの応答時間を計測し、当該応

答時間が目標値を上回る（閾値を超えて応答時間が劣化す

る）と予想される場合に、目標値を上回るまでの時間や程

度に応じて、CPU の優先度変更、affinity 設定、CPU の占

有割り当てなどのリソース制御手法を選択・実行する。図 7

にアプリケーション安定実行制御基盤の概要を示す。図 7

に示すとおり、アプリケーション安定実行制御基盤は、測

定・分析・制御の３つのフェーズを繰り返し実行する。 

 

図 7 アプリケーション安定実行制御基盤概要 
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測定は、エッジサーバ上で動作する各アプリケーション

の応答時間と CPU 使用率を測定する。測定対象は、応答時

間の測定対象となるアプリケーションと、CPU 使用率の測

定対象となるアプリケーションの 2 種類が存在し、応答時

間の測定対象となるアプリケーションは、「応答時間の定

義」が可能であり、かつ、応答時間に関する SLA（Service 

Level Agreement）が設定されているものである。ここでの

SLA とは、具体的な応答時間となる（例えば 100ms など）。

応答時間の定義が可能であるというのは、「リクエストに対

する返信」が一意に識別可能な状態を指す。言い換えると、

リクエストを投げるだけで、返信がないようなアプリケー

ションは応答時間を定義することができない。例えば、セ

ンサから土壌の水分量を定期的にエッジサーバに送信し、

エッジサーバでは一日の水分量の平均を計算してクラウド

（もしくはユーザ）に送信するといったアプリケーション

の場合は、リクエスト毎の返信に相当する手続きが存在し

ないので、このような場合は、応答時間を定義できない。

応答時間の定義できないアプリケーションは、CPU 使用率

を測定することになる。 

分析は、測定フェーズで測定した応答時間と CPU 使用率

から、応答時間の測定対象となっているアプリケーション

の応答時間が、いつ閾値を超えて劣化するのかを予測し、

閾値を超えないように適切なリソース制御手法とそのパラ

メータを計算する。 

分析フェーズの予測は、「応答時間の劣化予測」と「CPU

使用率の負荷パターン分析」の 2 種類が存在する。 

「応答時間の劣化分析」は、これまで測定された応答時

間の数値を元に、将来的な応答時間の傾向を予測する。予

測は、統計学のどのような手法を用いても良いが、本論文

では、「線形単回帰分析」を用いている。線形単回帰分析と

は、「線形」でかつ「単回帰」な分析方法を指す。「線形」

とは、対象となる数値（ここではアプリケーションの応答

時間）が Y=aX+b の線形グラフに従って推移すると仮定し

て、今まで取得した数値から当該線形グラフの傾きを計算

することを表し、「単回帰」とは、予測する数値（Y=aX+b

の Y に相当、目的変数と呼ぶ）が一つの測定数値（Y=aX+b

の X に相当、説明変数と呼ぶ）によってのみ計算されると

いうことを指している。本論文では、応答時間の計測対象

となるアプリケーションは車両の位置情報の送受信なので、

事故渋滞を除き、ある区域に存在する車両台数が、数秒で

急激に増えるということがないと仮定し、応答時間の劣化

分析に線形単回帰を選んだ。その他のアプリケーションで

応答時間を測定し、応答時間の劣化を防ぎたい場合は、他

の分析手法（非線形単回帰や、重回帰分析など）を利用す

る必要がある。 

「CPU 使用率の負荷パターン分析」は、図 6 のような負

荷の重ね合わせによって、突発的に応答時間が目標値を上

回ることを避けるために、エッジサーバ上で動作するアプ

リケーションのすべての CPU 使用率を測定して、各アプリ

ケーションの負荷パターンとその周期性を発見する。 

負荷パターンとは、具体的には、あるアプリケーション

が使用する時刻毎の CPU 使用率を関数に近似することを

指している。「応答時間の劣化予測」でも説明した線形単回

帰分析も一種の関数近似であるが、アプリケーションが使

用する CPU 使用率が示す負荷パターンは多種多様であり、

ほとんどの場合において、単純な線形単回帰により算出で

きない。よって、CPU 使用率が示す負荷パターンを識別す

る汎用的な機能を実現するには、統計学上の複雑な数式を

扱うことになる。 

しかしながら、アプリケーションの種類を限定すること

によって、負荷パターンの表現として、近似関数ではなく

て、より単純な表現方法を用いることができると我々は考

えている。1.1 節でエッジサーバの特徴について述べたよ

うに、エッジサーバで動作するアプリケーションは、「通信

遅延を減少させたい」アプリケーションか、「通信帯域を減

らしたい」アプリケーションの 2 種類に分類される。この

うち「通信帯域を減少させたい」アプリケーションは、セ

ンサ情報の一時集約などのように「バッチ処理」のように

動作するようなアプリケーションが想定できる。つまり、

このようなアプリケーションが使用する CPU 使用率が示

すパターンは、より単純で、ある瞬間に CPU を 100%（厳

密には、その時に使用できる可能な限りの CPU 時間）使用

して処理を実行し、処理が終了したら再び 0%に戻るとい

うような、電子回路の矩形グラフのようなパターンを持つ

ことが多い。このようなアプリケーションが示す負荷パタ

ーンは、「定常状態」と「実行状態」と「実行状態が継続し

ている時間」の 3 つの特徴がわかれば、複雑な近似関数を

計算しなくても、負荷パターンとしての特徴を十分に表す

ことができる。 

このように、アプリケーション毎の負荷パターンと周期

性を発見し、周期的な負荷パターンの重なりによって、突

発的な負荷上昇がある場合は、その負荷上昇を避けるよう

に、アプリケーションの実行タイミングをずらすよう、CPU

スケジューリングを実施する。 

応答時間の劣化予測の結果、対象となるアプリケーショ

ンの応答時間が目標値を超える場合、適切なリソース制御

手法が選択される。リソース制御手法とは、単体計算機内

で実行可能な CPU の割り当て制御手法のことを指してお

り、具体的には、プロセスの優先度変更や CPU アフィニテ

ィ制御、CPU の排他割り当てなどが挙げられる。ここでの

「適切」とは、「目標値を超えるまでの時間で実施可能」で

あり、かつ「他のアプリケーションに可能な限り影響を及

ぼさない」リソース制御手法とそのパラメータのセットを

指している。単純に、あるアプリケーションの応答時間を

改善するためには、当該アプリケーションに排他的に CPU

を割り当てることが考えられる。そうすると、図 4 の理想
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的なリソース割り当てと同じように、すべての CPU 時間を

一つのアプリケーションに割り当てることができ、応答時

間が改善する。ただし、このような極端な方法を取ると、

それまで当該 CPU を使用していた他のアプリケーション

の応答時間が劣化してしまうため、可能な限り CPU を占有

するというような方法は避けるべきであると我々は考えて

いる。そこで、我々は、まず、CPU 時間をどれだけ使うと、

どれだけ応答時間が改善されるのかという関係を明らかに

して、それを元にアプリケーションの優先度を少しずつ変

更することによって、他のアプリケーションの応答時間に

なるべく影響を及ぼさないような、リソース制御手法を取

ることにした。 

制御は、上記分析フェーズで実施した分析の結果算出さ

れたリソース制御手法とそのパラメータを使ってリソース

制御を実施する。 

アプリケーション安定実行制御基盤は、これら測定・分

析・制御を数十ミリ秒から数秒単位で何度も実施すること

によって、多種多様なアプリケーションが実行され、不確

定要素が多いような計算機環境においても、対象となるア

プリケーションの応答時間の劣化を未然に防ぐことが可能

となる。 

4.2 システムアーキテクチャ 

 ここでは、アプリケーション安定実行制御基盤の具体的

なシステムアーキテクチャを説明する。図 8 に、システム

アーキテクチャを示す。 

今、応答時間の測定対象となっているのは、位置情報サ

ービスであり、当該サービスの測定機能として、応答時間

測定機能がある。また、測定した応答時間から未来の負荷

を予測するために負荷予測機能があり、さらに、応答時間

と CPU 使用率を変換するために応答時間 CPU 負荷変換機

能が存在する。また、エッジサーバで実行される他のサー

ビスは CPU 使用率測定機能によって各アプリケーション

の CPU 使用率の推移が測定され、当該測定結果を元に、負

荷パターン検出機能によって負荷パターンが検出される。 

ここで注意すべきは、負荷パターンが検出されなかった

場合である。負荷パターンが検出されない場合、現状は当

該アプリケーションの負荷を無視せざるを得ないと考えて

いる。つまり、負荷パターンをもって将来の突発的な負荷

上昇を予測するという手法を実施することができないため、

予想できないような CPU 負荷の上昇がみられる場合は、

「場当たり的」に対処せざるを得ないと考えている。負荷

パターンの検出は、周期性と規則性を元にしている。した

がって、周期性や規則性のない CPU の使い方をするような

アプリケーションについては負荷パターンを検出すること

が難しい。アプリケーション負荷の周期性と規則性につい

ては 4.3.4 にて議論する。 

 測定対象となるアプリケーションの応答時間予測と、他

のアプリケーションの CPU 使用率の負荷パターンを用い

て、閾値超過判定機能は、ユーザが求める SLA を満たして

いるかどうか判定する。 

応答時間
測定機能

負荷予測機能 CPU使用率
測定機能

負荷パターン
検出機能

閾値超過判定機能

リソース制御
選択アルゴリズム

リソース制御
実行機能

位置情報
サービス

その他の
サービス#1

リソース制御DB

> taskset
> nice
> (sched_xxx)

その他の
サービス#N

位置情報
送信

受信確認

応答時間CPU負荷
変換機能

応答時間を監視しないといけないサービス
（複数でも可）

 

図 8 システムアーキテクチャ 

 ユーザの求める SLA を満たしていない場合は、リソース

制御選択アルゴリズムが、SLA を満たすようなリソース制

御とそのパラメータのセットを計算する。具体的には、SLA

が応答時間である場合は、ある応答時間の閾値（ex.100ms）

を超えそうな場合は、上述の優先度変更・CPU アフィニテ

ィ設定・CPU の排他割り当てなどから適切な方法を選択す

るとともに、当該リソース制御を実施する際のパラメータ

セットを計算する。優先度変更のパラメータセットなら、

具体的な優先度を表す数値であり、CPU アフィニティであ

れば、アフィニティ設定を実施する CPU 番号である。特に、

優先度設定において、優先度がいくつであれば、応答時間

がどれくらい短くなるかといったような情報は、リソース

制御 DB に事前に蓄えられているものとする。 

4.3 各要素機能説明 

 本節では、アプリケーション安定実行制御基盤のシステ

ムアーキテクチャを構成する各要素機能について詳細に説

明する。 

4.3.1 応答時間測定機能 

 応答時間測定機能は、測定対象となるアプリケーション

の応答時間を測定する。 

4.3.2 負荷予測機能 

 負荷予測機能は、上記応答時間測定機能によって測定さ

れた応答時間に基づいて、測定対象となるアプリケーショ

ンの将来の負荷を予測する。具体的には、測定した応答時

間を説明変数とする線形単回帰分析により、測定値を近似

する線形式を計算する。ここで簡単に線形単回帰分析を説

明する。線形単回帰分析とは、一つの目的変数（ここでは

応答時間）と一つの説明変数（ここでは、モニタリングに

よって得られた各データ系列）の関係を線形式で表現する

ことを指す。具体的には、計測によって得られた目的変数

と説明変数から線形式（Y=aX+b）の傾き(a)と切片(b)を導

出する。導出した線形式は、目的変数の推定に利用される。
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すなわち、当該線形式の変数Xに説明変数の値を入力して、

目的変数の推定値であるYを得る。このような回帰分析は、

目的変数の値を直接計測できない場合に、説明変数の値か

ら目的変数の値を推定したい場合に利用される。線形式の

係数 a および b は、最小二乗法によって求める。最小二乗

法は、求める近似式と実際の数値の差の 2 乗和を最小にす

るような近似式の係数決定に用いられる一般的な手法であ

る。求める近似式と実際の数値の差の 2 乗和を最小にする

には、近似式の各未知数(上記 a および b）について偏微分

した式のそれぞれを 0 と置いて、それら偏微分した式の連

立方程式を解くことによって求めることができる。最小二

乗法は、線形式だけではなく、非線形式（曲線）や、説明

変数が複数存在する場合（重回帰）の場合にも用いられる。 

4.3.3 応答時間 CPU 負荷変換機能 

 応答時間 CPU 負荷変換機能は、現在の応答時間とその際

の CPU 使用率の変換表から、応答時間の測定対象となって

いるアプリケーションの応答時間と CPU 使用率を変換す

る応答時間とその際の CPU 使用率の変換表はリソース制

御 DB に格納されており、変換表は、本システム実行前に

事前に計測しておく必要がある。図 9 は、位置情報システ

ムへのリクエスト数を増加させた時の応答時間と CPU 使

用率の関係を表す散布図である。あるリクエストの処理に

使う CPU 時間は、その CPU の性能に依存する。よって、

このような CPU 使用率と応答時間の変換データを作るに

は、計算機ごとに応答時間と CPU 使用率に対する上記事前

評価が必要となる。図 9 のグラフは、車両を模擬する位置

情報クライアントプログラムから、図 8 に現れる位置情報

サービス（以下、位置情報サーバプログラムと呼称）へリ

クエストを送信して、単位時間当たりのリクエストを 0.1

秒ごとに 30 ずつ増加させた際の、位置情報サーバプログラ

ムの応答時間と CPU 使用率を計測して、同時刻の応答時間

と CPU 使用率の組み合わせをプロットしている。 

 

図 9 CPU 使用率と応答時間の関係 

4.3.4 負荷パターン検出機能 

負荷パターン検出機能は、エッジサーバ上で動作する各

アプリケーションの負荷パターンを検出する機能である。

負荷パターンとは、アプリケーション（厳密にはプロセス）

が利用する CPU 時間の時間的な推移に関する規則性と周

期性を指す。規則性とは、一定の CPU 使用率を、一定の時

間継続して利用している状態が、時刻経過の中に何度も現

れる状態を指す。周期性とは、上記規則性が一定間隔で現

れることを指す。図 10 は負荷パターンの例を表すグラフ

である。4.1 節でも少し述べたが、エッジサーバ上で動作

するアプリケーションは、応答時間の計測対象となるアプ

リケーション以外には、センサ情報の一時集約処理など、

いわゆる「バッチ処理」が定期的に動作しているものと想

定している。このようなバッチ処理は、集めたデータを定

期的に処理するため、CPU 使用率が図 10 のような矩形グ

ラフのような形になると考えている。 

CPU 使用率の時間的推移が矩形グラフのような形にな

る場合、「定常状態」と「実行状態」の 2 種類が区別できれ

ば、当該アプリケーションの負荷パターンの規則性と周期

性を表現することができると考えている。「定常状態」とは、

データを収集しているだけで、それらのデータに対して特

に処理を実施していない状態を指している。「実行状態」と

は、集まったデータに対して何らかの処理を実行している

状態である。 

我々は図 10 の負荷パターンを検出するために、k 平均

法を用いた。k 平均法は、統計データを分類（クラスタリ

ングと呼ぶ）するための一般的な手法である。まず k 平均

法を用いて、CPU 使用率の統計データを 2 種類のクラスタ

に分類して、それぞれのクラスタについて平均値を得る。

これによって、定常状態と負荷発生状態を分類することが

できる。クラスタリングされた各データには「クラスタタ

グ」が割り当てられる。クラスタタグとは、各データがど

のクラスタに属するかを識別するための識別子である。各

データにクラスタタグが割り当てられているので、定常状

態に割り当てられているクラスタタグが継続して出現して

いるデータ区間が図 10 の負荷発生間隔となり、負荷発生

状態に割り当てられているクラスタタグが継続して出現し

ているデータ区間が負荷継続時間となる。 

時間

C
P

U
使
用
率

定常状態

負荷発生間隔

負荷継続時間

 

図 10 負荷パターン 

4.3.5 閾値超過判定機能 

 閾値超過判定機能は、応答時間を監視しなければならな

いアプリケーションの応答時間がユーザの所望する SLA

を満たしているかどうかを判定する機能である。 
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 本稿における SLA は、ユーザの所望する「応答時間の上

限値」として設定される。ここでのユーザとは本システム

を利用してサービスを実施する実施者（サービス提供者）

を指している。応答時間は長くなるほど、エンドユーザ（サ

ービス利用者）に対するサービスの応答を返す時間が長く

なる。よって、リアルタイム性を必要とするアプリケーシ

ョンは、ある一定以上に応答時間が長くなることを防ぐ必

要がある。本システムにおいては、ユーザの利便性を高め

るため、ユーザから指定できる SLA の指標を応答時間の上

限値とした。 

閾値超過判定機能は、最初に応答時間 CPU 負荷変換機能

を使って「負荷予測」と「SLA」を CPU 使用率に変換する。

4.3.2 で説明した負荷予測の単位は「応答時間」である。一

方で、4.3.4 の負荷パターン検出機能によって得られる負荷

パターンの単位は「CPU 使用率」である。したがって、こ

れらの単位を合わせないと、負荷予測と負荷パターンを加

算して将来予測を実施することができない。閾値超過判定

機能は、「負荷予測」の単位を「CPU 使用率」に変換する

ことによって、負荷パターンとの CPU 使用率の加算を実施

する。また、SLA の単位も応答時間であるので、こちらも

CPU 使用率に変換する。 

閾値超過判定機能は、CPU 使用率に変換した「負荷予測」

と「SLA」に加えて、「負荷パターン」を重ね合わせた結果、

現在時刻から将来的に負荷が閾値を超過するかどうか判定

することができる。どの時点までを「将来」と呼ぶのかに

ついては、例えば、現在時刻から 10 分後というような形で

予め設定されているものとする。 

4.3.6 リソース制御選択アルゴリズム 

リソース制御選択アルゴリズムは、上記 CPU 使用率の重

ね合わせが閾値を超えないように、CPU 使用率の「調整」

を実施するためのリソース制御手段とそのパラメータを決

定するためのアルゴリズムである。 

リソース制御のために用いられる手段は複数存在する。

具体的には 2.3 節で提示したような手法がある。これらの

リソース制御手段に関して、実行時間と影響度を考慮して

以下のアルゴリズムを実行する。影響度とは、あるアプリ

ケーションの応答時間確保のために当該リソース制御を実

行すると、他のアプリケーションの実行にどれだけの影響

を及ぼすかということを数値化したものである。例えば、

リソース制御手法の一つであるタスクの優先度変更を影響

度１とした場合、タスクへの CPU の排他割り当ては、割り

当てようとしている CPU 上で実行していたアプリケーシ

ョンを他の CPU で実行しなければならないため、影響度は

大きくなる。以下に、リソース制御選択アルゴリズムの疑

似コードを示す。 

 疑似コード中 exec_time 関数によるリソース制御命令の実

行時間は、予め取得されているものとする。また、疑似コ

ード中 impact 関数による影響度についても、今のところ技

術者の経験則に基づいてタスクの優先度変更を基準とした

相対値が各リソース制御手段に割りてられている。影響度

の計算方法について、尤もらしい関数の定義方法は、これ

からの研究課題となる。 

利用されるリソース制御手段が決まったら当該リソー

ス制御に与える入力パラメータを計算する。リソース制御

手段に与えるパラメータは、各リソース制御手段に対して、

入力パラメータを計算する関数を用意した。 

5. 評価 

本節では、我々の提案するアプリケーション安定実行制

御基盤技術の評価について述べる。 

5.1 評価環境概要 

我々は、自動運転を支える路側システムの安定動作を目

標としている。したがって、評価のためには、「車両が走

行している状態」と「当該車両から位置情報がエッジサー

バに送信されている状態」を実現し、さらに、位置情報を

受信するサーバ上では「多種多様なアプリケーションが実

行されている状態」を再現する必要がある。そして、その

再現された状態において、位置情報を送受信する際の応答

時間が、我々の提案するシステムによって安定するかどう

かを確認する必要がある。我々は「車両が走行している状

態」を模擬するために交通シミュレータを用い、シミュレ

ーション結果となる時刻毎の車両の位置情報を使って「当

該車両から位置情報がエッジサーバに送信されている状

態」を模擬する位置情報発信プログラムを作成した。また、

「多種多様なアプリケーションが実行されている状態」を

模擬するために、負荷パターンの異なる 2 つの疑似アプリ

ケーションを作成した。 

図 11 に評価環境のシステム構成を示す。評価環境はア

プリケーション安定制御実行基盤用計算機とエッジノード

用計算機と疑似車載機用計算機から構成される。 

位置情報収集用
サーバプログラム

応答時間測定機能

エッジサーバ用計算機

アプリケーション安定実行制御基盤用計算機

無線エミュレーション
プログラム

位置情報収集用
クライアントプログラム

疑似車載機用計算機

リソース制御選択
アルゴリズム

制御系プログラム

評価系プログラム

無線区間（エミュレーション）

有線区間

CPU使用率測定機能

負荷パターン
検出機能

負荷予測機能

その他

リソース制御実行機能

 

図 11 評価環境のシステム構成 

for resource_control in resource_controls: 

 if (exec_time(resource_control) < limit_time: 

  candidates.append (resource_control) 

return sorted(candidates, key = lambda x: impact(x))[0] 
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疑似車載機用計算機とは、車両を模擬するプログラムが

実行される計算機であり、当該計算機上では、位置情報収

集用クライアントプログラムと無線エミュレーションプロ

グラムが実行される。位置情報収集用クライアントプログ

ラムは車両ごとに生成されるプロセスであり、自身の緯

度・経度情報を図中のエッジノード用計算機上で動作する

位置情報収集用サーバプログラムへ送信し、当該サーバプ

ログラムから受信確認を受け取る。個々の車両の位置情報

は前述のとおり交通シミュレータから取得する。図中、点

線で書かれた無線区間は、評価環境では有線で接続されて

おり、無線環境を模擬するために無線エミュレーションプ

ログラムを使って通信遅延を図の点線で示す区間に付与し

ている。今回、通信遅延の大きさは、単純にエッジサーバ

の位置と車両の位置を元に、距離が離れれば通信遅延が大

きくなるように設計されている。本来なら、無線の電波状

況は、車両と基地局間に存在する遮蔽物の種類や大きさ、

他の電波によって大きく変化する。このような現実に近い

無線状況を再現するためには、文献[20]や文献[21]などの無

線エミュレーションプログラムを使用しなければより正確

なエミュレーションは実現できない。これは今後の課題と

なる。 

エッジノード用計算機とは、エッジサーバを表す計算機で

あり、ここでは、位置情報収集用サーバプログラムとアプ

リケーション安定実行制御基盤の応答時間測定機能と

CPU 使用率測定機能とリソース制御実行機能が動作する。

エッジノード用計算機では、その他に「多種多様なアプリ

ケーション」を表現するために、異なる負荷パターンを持

ついくつかのアプリケーションを実行している。応答時間

測定機能は、位置情報収集用サーバプログラムの位置情報

送受信処理について、その応答時間を測定して、アプリケ

ーション安定実行制御基盤に送信する。また、CPU 使用率

測定機能は、位置情報収集用サーバプログラム以外にエッ

ジサーバで動作するアプリケーションの CPU 使用率を計

測してアプリケーション安定実行制御基盤に送信する。リ

ソース制御実行機能は、アプリケーション安定実行制御基

盤で生成されたリソース制御命令を受信して、エッジサー

バ用計算機で実行する。 

 アプリケーション安定実行制御基盤用計算機は、アプリ

ケーション安定実行制御基盤を実行するための計算機であ

り、エッジサーバ用計算機で計測された CPU 使用率や応答

時間を受け取って、ユーザの要求する SLA を満たすようア

プリケーションが動作しているかどうかを監視する。また、

SLA を満たしていないようであれば、リソース制御命令を

生成して、エッジサーバ用計算機上で動作するリソース制

御実行機能に送信する。 

5.2 交通シミュレータ 

位置情報収集用クライアントプログラムが自身の位置

情報を送信するには、元になる車両の位置情報が必要にな

る。各車両の位置情報を生成するために、我々は、SUMO

交通シミュレータ[19] を使って、車両の時刻毎の位置情報

を生成した。図 12 に交通シミュレータを使った車両位置

情報の生成手順を示す。SUMO への入力は大まかに、１．

道路情報、２．車両情報の２つから構成されている。道路

情報は、自分で作るのではなく、フリーで公開されている

道路情報である OpenStreetMap[18] から地理上のある区画

の道路情報を SUMO 交通シミュレータにインポートした。

車両情報は、SUMO に付属している車両の走行情報生成機

能を使って車両の出現位置、走行ルートなどを生成してい

る。登場させた車両台数は 200 台である。 

交通シミュレータ
SUMO

地図情報

OpenStreetMap

地図データのエクスポート

時系列
走行情報

走行車両の生成（ランダム）

走行車両の経路生成

シミュレーションの実行
（時刻毎の車両の位置情報出力）

 

図 12 交通データの作成 

図 13 に実際に生成した時系列走行情報の一部を示す。

時系列情報は、時刻（time）、車両 ID（veh_id）、緯度情報

（vertical）、経度情報（horizontal）から構成されている。

緯度と経度情報は、実際のものとは異なり、シミュレータ

で使われている座標系となっている。よって、緯度と経度

はそれぞれシミュレーション上のY座標とX座標を表して

いる。SUMO から出力される時系列走行情報（SUMO では

dump ファイルと呼ばれている）は、XML 形式で出力され

る。図 13 に示す時系列情報は、位置情報送受信システム

で利用しやすいように、SUMO の出力を CSV 形式に整形

している。 

 

図 13 時系列走行情報 

SUMO から得られた時系列走行情報を使って、車両に相

当するプロセスを生成して、当該プロセスから位置情報収

集サーバに対して、位置情報を送信することによって、実

際には車両を使わないと再現できない評価環境をシミュレ

ーション上で実現することができる。 

5.3 交通シミュレーションの結果を使った位置情報送受

信シミュレーションシステムの実現 

図 14 に評価環境となるソフトウェアの構成図を示す。
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図には、評価環境として用いられるソフトウェアコンポー

ネントと、それらの関係、および実行手順が示されている。

図に示す通り、評価環境となるソフトウェアは、評価環境

の管理ソフトウェアとして、位置情報送受信プログラム管

理サーバと疑似位置情報提供プログラムを用意した。これ

らのプログラムでは、5.2 節で作成した時系列走行情報を

入力する。 

位置情報送受信プロ
グラム管理サーバ

時系列
走行情報

疑似車載機用計算機

無線エミュレーション
プログラム

位置情報送受信用
クライアントプログラム

エッジサーバ用計算機

位置情報送受信用
サーバプログラム

疑似位置情報
提供プログラム ④

位
置
情
報
送
信 ⑤

受
信
確
認

②位置情報要求

③位置情報回答

疑似負荷パターン
発生プログラム#2

疑似負荷パターン
発生プログラム#1

 

図 14 位置情報送受信シミュレータ 

評価を始める前に、位置情報送受信用サーバプログラム

と疑似負荷パターン発生プログラムがエッジサーバ用計算

機で起動されているものとする。位置情報送受信用サーバ

プログラムはクライアントからの位置情報受信待ち状態で

あり、疑似負荷パターン発生プログラムは、評価を実施す

る管理者から疑似負荷パターンの発生開始命令の受信を待

っている状態である。 

次に、位置情報送受信プログラム管理サーバは、車両の

時系列走行情報を元に、車両に相当する位置情報送受信用

クライアントプログラムを各疑似車載機用計算機上で起動

する（図中の①）。位置情報送受信用クライアントプログラ

ムは、自身の位置情報を疑似位置情報提供プログラムに問

い合わせて（図中の②）、回答を得る（図中の③）。問い合

わせには「仮想時間」が用いられる。仮想時間とは、位置

情報送受信シミュレーションの中で用いられる仮想的な時

間であり、この仮想時間に同期して車両の位置や、負荷パ

ターンが変化する。仮想時間は、位置情報送受信プログラ

ム管理サーバに時系列走行情報が入力された時点が開始時

刻となり、時系列走行情報の最後の行が終了時刻となる。

仮想時間の単位は、任意で設定できるが、この評価環境で

は 1 秒としている（つまり、図 13 の 0.1 が実時間の 1 秒

に相当する）。位置情報送受信用クライアントプログラムの

生成（図中の①）では、この仮想時刻を引数として、クラ

イアントプログラムが起動され、クライアントプログラム

は、自身の位置情報を問い合わせる（図中の②）際に、こ

の仮想時刻を疑似位置情報提供プログラムへ送信し、現在

時刻（シミュレーション中の仮想時刻）の自身の位置情報

を疑似位置情報提供プログラムから取得する。上記問い合

わせの結果得た位置情報を位置情報送受信用サーバプログ

ラムに送信し（図中の④）、受信確認をサーバプログラムか

ら得る（図中の⑤）。 

車両は、自分の位置から最も近いエッジサーバへ自身の

位置情報を送信するものとする。これにより、車両の走行

状況によって、エッジサーバへかかる位置情報の処理負荷

が増減する。つまり、車両が少ない地域を担当するエッジ

サーバは、負荷が少なくなり、車両が多い地域のエッジサ

ーバは負荷が高くなる。 

エッジサーバ１ エッジサーバ２

T=0の時の車両位置 T=1の時の車両位置
 

図 15 車両の位置と位置情報の送信先 

図 15 は、車両の移動に伴って、車両の送信する位置情

報を受け取るエッジサーバが変化することを表している。

車両を表す位置情報送受信用クライアントプログラムは、

予めすべてのエッジサーバの位置情報（図 13 の説明で例

示したシミュレーション上の座標系 X 座標と Y 座標）を持

っており、位置情報をサーバプログラムへ送信する前に、

自身の位置と各エッジサーバの相対距離を計算して、最も

近いエッジサーバへ自身の位置情報を送信する。 

5.4 疑似アプリケーション群 

疑似アプリケーションは、エッジサーバ用計算機で動作

し、ユーザから指定された負荷パターンで、CPU 時間を消

費するプログラムである。疑似アプリケーションは、負荷

の大きさ、長さ、周期性を指定することによって、矩形グ

ラフに似た CPU 使用率の負荷パターンを生成する。負荷の

大きさとしては、CPU 使用率を指定し、長さは、0.1 秒単

位で指定する。そして、周期性については、1 秒単位で負

荷上昇のインターバル時間を指定する。疑似アプリケーシ

ョンは、linux の stress コマンドによって CPU 負荷を生成

して、CPU 負荷の上限値を cpulimit コマンドで設定するこ

とによって実現した。 

5.5 評価結果 

我々が提案するシステムの目的は、多種多様なアプリケ

ーションが実行されるエッジサーバにおいて、特定のアプ

リケーションの応答時間を安定化させることである。した

がって、評価としては、我々の提案するアプリケーション

の安定実行制御技術がある場合とそうでない場合の比較が

最低限必要となる。以下では、我々の提案する制御システ

ムがある場合とない場合についての比較結果を述べる。 

図 16 は、我々の提案する制御システムが無い場合の

CPU 使用率の推移を表している。縦軸は CPU 使用率、横

軸が時間経過を示している。グラフは、位置情報サービス
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の CPU 使用率、アプリケーション１（以下 AP#1）の CPU

使用率、アプリケーション２（以下 AP#2）の CPU 使用率

の時間推移を表しており、さらにこれらの合計 CPU 使用率

が記されている。図中、CPU 使用率 50％が閾値となってお

り、これを超えると応答時間がユーザの指定した SLA を満

たせないものとする。負荷がある時刻に集中すると、CPU

使用率が閾値を超過していることがグラフからわかる。こ

のような状態になると、位置情報サービスに十分な CPU 時

間を割り当てることができなくなり、結果として応答時間

がユーザの指定した SLA に違反して劣化することになる。 

 

図 16 評価結果（安定制御なし） 

図 17 は、我々の提案する制御システムを有効にした場

合の CPU 使用率の推移を表している。グラフからもわかる

とおり、AP#1 と AP#2 の負荷の集中を避けるように CPU

時間が割り当てられる。実際の制御に用いられたリソース

制御は、cpulimit コマンドであり、AP#2 が実行されるタイ

ミングで cpulimit コマンドを AP#1 に適用することによっ

て、負荷が重なるような状態を避けるようにして各アプリ

ケーションに CPU 時間を割り当てている。これによって、

システムの CPU 使用率が閾値を超えることがなくなり、結

果として、応答時間がユーザの指定した SLA に違反して劣

化することがなくなった。 

 

図 17 評価結果（安定制御あり） 

以上の評価結果によって、我々の提案するアプリケーシ

ョン安定実行制御基盤の有効性を確認することができた。 

6. 考察と関連研究 

6.1 今回の結果からなにがわかったのか？ 

今回の結果から、我々は、多種多様なアプリケーション

が動作し、静的な優先度付けが困難な状況においては、負

荷の測定と分析に基づいた動的なタスクの優先度設定が有

効であると考えている。 

6.2 関連研究 

6.2.1 負荷パターンの検出と応答時間の変動予測について 

文献[5]から文献[10]は、CPU 使用率やネットワーク帯域

使用量に関する将来予測に統計処理上のテクニックを応用

している例である。 

統計学には、データのパターンを認識するための様々な

手法が存在する[1]が、我々は、任意の負荷パターンを検出

する統計学上のテクニックは実質的に存在しないと考えて

いる。今回、負荷パターンの検出に用いた k 平均法は、予

めクラスタ数がわかっていないとデータを分類することが

できない。今回は単純な矩形グラフの検出であったため、2

種類のクラスタが存在すると断定したが、実際の負荷パタ

ーン検出では、数種類の矩形パターンが出現する場合や、

そもそも矩形グラフでない場合も考えうる。矩形グラフの

ようにデータをクラスタに分類できる場合は、k 平均法の

ようなクラスタリング技術が有効であるが、任意の負荷パ

ターンを検出するのであれば、クラスタリングがうまくい

かなくなり、単純な回帰分析（データ全体に対して、ある

関数を当てはめる分析手法）から、基底関数展開法（デー

タを一定区間に区切って、各区間に近似関数を当てはめて、

それらを線形結合する）まで様々な手法を、アプリケーシ

ョン1つ1つに対して繰り返し試さなくてはならなくなり、

負荷パターンの検出が実時間上不可能になってしまう。 

一方、本研究において「応答時間の変動分析」と「負荷

パターンの検出」という 2 つのカテゴリに分けて分析を実

行した理由は、2 つのカテゴリで利用する統計学上の手法

をわかりやすく分けることができたからである。「応答時間

の変動分析」は、ある携帯電話基地局がカバーするエリア

に侵入した車両とエッジサーバ間でやり取りされる位置情

報の応答時間について、その変動を分析する。ある携帯電

話基地局エリアに出入りする車両の数は、数秒や数分単位

で見た場合、急激に変動することはない。したがって、数

秒や数分単位の応答時間の変動を推定するのであれば、基

本的には応答時間が線形式で近似できると考えた。また、

「負荷パターンの検出」では、バッチ処理など、ある時刻

になったら一定時間処理を実行するようなアプリケーショ

ンを仮定した。これによって、負荷が上昇している時間帯

とそうでない時間帯がはっきりと分かれると仮定できたの

で、単純な k 平均法が有効であると考えた。 

したがって、応答時間の変動予測や負荷パターンの検出

には、技術者が経験則に基づいてアプリケーションの特性
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に応じた統計処理手法を最初に選択（仮定）する必要があ

ると我々は考えている。 

6.2.2 リソース制御選択アルゴリズムについて（フィードバ

ック制御に基づいた計算機リソース制御） 

文献[11]から文献[16]は、CPU 使用率やネットワーク帯域

の制御に制御工学分野のフィードバック制御を応用してい

る例である。 

制御工学上のフィードバック制御は、現在と過去の数値

情報を元にして制御パラメータを算出している。ここに上

げた文献も現在の数値情報と過去の数値情報を元にしてい

るものがほとんどであり、6.2.1 で上げたような統計処理を

基礎とした負荷の将来予測を現在・過去に次ぐ第 3 の入力

としているものはない。 

これらの手法が負荷の将来予測を使わない理由は、フィ

ードバック制御を基本とする方式が、極めて短時間（ミリ

秒）でのリソース制御を実施しているためである。短時間

で制御を繰り返すことによって、将来予測をすれば検出で

きたであろう過去の制御の誤りを速やかに修正することが

可能となる。今回の負荷パターンである矩形グラフを負荷

の例として挙げると、矩形の始まり（負荷の発生開始時刻）

を捉えることができなかったとしても、文献[11]から文献

[16]の方式を使えば、数十～数百ミリ秒後には、負荷に応

じた適切な制御パラメータを算出可能である。 

しかしながら、時間のかかるようなリソース制御を実施

するのであれば、将来予測は欠かせなくなる。文献に上げ

たフィードバックシステムは、リソースの制御手法として、

タスクの優先度変更など、ミリ秒単位で実施できる制御手

法のみ用いている。我々の提案手法は、将来的にはタスク

の移動（VM マイグレーション）や動的な負荷分散システ

ムの構築など、実行に長い時間のかかるリソース制御の実

施を検討しているため、数分から数十分単位での長時間の

将来予測が必要不可欠となる。 

6.2.3 現実性の高い交通環境のシミュレーション 

 文献[22]から文献[26]は、交通環境シミュレーションとネ

ットワークシミュレーションに関する文献である。これら

の文献を含み、一般的に、交通環境シミュレーションとネ

ットワークシミュレーションの融合は、主に車両を用いた

アドホックネットワークの形成についてシミュレーション

を目的している。一方、我々が使用した評価環境は、携帯

電話網への接続を模擬することを目的としているので、シ

ミュレーションの構成要素が異なる。車両を用いたアドホ

ックネットワークは実現性に乏しく、実際には、我々の用

いたような評価環境が必要であるが、今のところ既存研究

はない。 

7. まとめ 

本稿では、静的な優先度付けが難しいような環境におい

て、制御工学のフィードバック制御に基づく、応答時間の

測定・分析・制御をミリ秒単位で実行するアプリケーショ

ン安定実行制御基盤を提案した。アプリケーション安定実

行制御基盤は、測定対象となるアプリケーションの応答時

間を測定し、当該測定値が応答時間の目標値を超過するよ

うな場合は、優先度を上げるなど適切なリソース制御とそ

のパラメータを計算・実行することによって、静的な優先

度付けが難しいようなエッジコンピューティング環境にお

いても、アプリケーションの応答時間を均一に保つことが

可能となる。交通シミュレーションによってエッジサーバ

にかかる負荷を再現し、本提案手法を実施した結果、従来

と比較して、CPU 使用率の極端な変動を抑え、結果として

応答時間が安定することを確認した。 
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